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■業績総括

（スライド資料の通り）
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■連結ＰＬ実績

当第３四半期連結累計期間（2018年４月１日～2018年12月31日）は、連結売上高が前年同期
比102.3％と増収となった。また、第３四半期において冬物商品の早期値下げ等を実施したため、
営業利益、経常利益は若干の減益となったが、３Ｑ累計期間で計画を上回り進捗している。

売上高は㈱UA、㈱コーエン等が増収し、販売チャネルではネット通販が大きく増収した。

売上総利益率は前年同期から0.1ポイント改善し、52.7％となった。３Ｑは冬物商品の早期値下
げ等を実施するも、ウィメンズ中軽衣料品等が継続して好調に推移し、３Ｑ累計で前年同期を上
回った。

販管費率は、前年同期から0.4ポイント上昇の44.6％となった。これは、㈱コーエンの宣伝販促
費、㈱UA物流再編に伴う一時経費等の増等によるものである。

以上の結果、営業利益、経常利益は減益であるものの、３Ｑ累計で計画を上回り推移をしてお
り、４Ｑでは、店舗の改装・修繕、インフラ投資・研究開発投資等、競争力の強化や中長期成長に
向けた計画外施策を実施予定である。
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■単体売上高実績 チャネル別

単体売上高は前年同期比101.7％の979億円となった。

既存店売上高前期比は105.9％、同じく客数前期比は103.5％となった。

ビジネスユニットは小売、ネット通販とも前年同期を上回って推移した。

売上構成比はネット通販が19.0％、アウトレットが14.3％となった。

既存店客数は、小売、ネット通販とも前年を上回って推移し、小売が102.0％、ネット通販が

107.5％となった。
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■単体 売上高実績 事業別

両事業本部とも増収し、小売＋ネット通販既存店売上高が前年同期を超えた。

第一事業本部の好調カテゴリーはメンズカジュアルおよびウィメンズ全般、第二事業本部の好
調カテゴリーはウィメンズ全般であった。また、小型事業では、特にドゥロワーが好調に推移した。
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■連結 売上総利益率 実績

連結売上総利益率は、前年同期差プラス0.1ポイントの52.7％となった。

前年同期との主な差異内容（連結売上総利益率に与えた影響）は次の通り。

㈱UA ビジネスユニットによる影響はプラス0.1ポイント。ビジネスユニット自体の売上総利益率
は前年同期差プラス0.1ポイントであった。３Ｑで冬物消化促進するも累計では値引ロスの低減等
によりプラスとなった。

㈱UA アウトレット等による影響はプラス0.１ポイント。アウトレット等自体の売上総利益率の前
年同期差はプラス0.5ポイント。アウトレット専用品の売上構成比上昇等が要因。

㈱UA その他原価による影響はマイナス0.1ポイント。上半期末における過年度在庫の処分増
等が要因。

その他、子会社動向等に伴う影響はプラスマイナスゼロ。一部子会社の冬物消化促進等でマ
イナス影響があったが、㈱UAのアウトレット売上構成比低減等により、連結全体への影響はゼロ。
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■連結販管比率実績

３Ｑ累計の販管費は前年同期比103.3％、販管費率は前年同期からプラス0.4ポイントの44.6％
となった。

売上比における前年同期からの主な増減内容は次の通り。

宣伝販促費： 上半期における㈱コーエンのテレビCM放映による増等

賃借料、減価償却費、その他： ㈱UAの物流倉庫再編に伴う増が合計で４億円程度
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■連結BS実績

連結総資産は前年同期末比104.0％の795億円となった。

前年同期末との主な差異要因は以下の通り。

流動資産は、前年同期末比99.6％の541億円となった。これは主に未収入金、現預金の増、繰
延税金資産の減によるものである。固定資産は、同114.6％の254億円となった。これは主に有
形固定資産、繰延税金資産の増、減価償却による減によるものである。

流動負債は、同102.6％の362億円となった。これは主に、買掛金、短期借入金の増、一年内
返済予定の長期借入金の減によるものである。

固定負債は、同70.6％の40億円となった。これは主に長期借入金の返済による減によるもの
である。

なお、期末の長短借入金の残高は、前年同期末比88.1％の111億円となった。

たな卸資産は、同101.0％の296億円となった。第３四半期累計期間の売上高前年同期比は
102.3％であり、売上の伸びを下回り、引続き効率化が進んでいる。
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■ 連結ＣＦ実績

３Ｑ末の現金及び現金同等物は、72億円となった。

営業キャッシュ・フローは、25億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内訳は税前
四半期純利益92億円、仕入債務の増45億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、たな卸資産
の増48億円、売上債権の増37億円である。

投資活動によるキャッシュ・フローは、52億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウトの主
な内訳は新規出店や物流システム投資等に伴う有形固定資産の取得33億円、長期前払費用の
取得10億円である。

財務活動によるキャッシュ・フローは、36億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内
訳は短期借入金の増76億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、長期借入金の返済15億円、
配当金の支払24億円である。
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■グループ合計出退店実績、通期見込み

３Q累計実績：グループ合計での出店数：21、退店数：12、３Q末店舗数：356。

通期見込み：グループ合計での出店数29、退店数：17、期末店舗数：359。

期末店舗数は前回の見込みから２店舗増加している。内容は４Ｑに退店予定であった店舗の
営業継続等による。
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■参考：㈱ＵＡ ストアブランド別出退店実績

（説明は省略）
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■参考：グループ会社別出退店実績、個別明細

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

・（株）フィーゴ

３Ｑ累計で減収減益となった。売上高は、前年同期比94％の19億円となった。ECが好調に推移するも、卸売の減
収等により減収減益となった。今期は不採算取組みの見極め等を実施している。今期をボトムに、来期以降、中期
的な再成長を目指す。

・(株)コーエン

３Ｑ累計で増収減益となった。売上高は、前年同期比115％の95億円となった。上半期にTVCM等戦略的なコストを
投入したため減益。ウィメンズ等順調であるも、3Qは冬物の早期マークダウン等を実施し、在庫の適正化を優先させ
た。

・CHROME HEARTS JP合同会社

４～12月の全社売上高87億円。前年同期比95％。 国内売上が前年同期を下回り減収となったが、売上総利益率
の改善等により営業利益は微減益で収まっている。

・UNITED ARROWS TAIWAN LTD. 

業績は概ね計画並みで推移。今期からECおよび期間限定店舗を展開しているコーエンが好調に推移した。

・株式会社 Designs

伊勢丹本店、三越本店、阪急うめだ本店で期間限定ストア出店。認知度向上等に伴い、売上高が好調に推移
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■中期ビジョン戦略「実店舗の強みを活かしたEC拡大」現段階の取り組みと今後の方向性

UAグループ中期ビジョン４つの戦略の一つとして 「実店舗の強みを活かしたEC拡大」を掲げている。今回は当戦

略についての現段階の取り組みと今後の方向性について説明する。

自社ネット通販「UAオンラインストア」のあゆみ

2009年９月、自社のネット通販サイトとしてUAオンラインストアを開設。以後、2016年８月にはハウスカード会員と

UAオンラインストア会員の統合、およびポイントシステムの一元化を実施した。翌年の2017年４月にはブランドサイ

トとUAオンラインストアの統合リニューアルを行うなど、実店舗との連動性を高め、お客様の利便性を向上させる取

り組みを進めてきた。2018年５月には流山物流センターを開設し、将来的なUAオンラインストアの運営も視野に入

れたインフラ整備も進めている。

お客様のお買い物をもっと便利に、もっと快適にするための取り組みを継続し、自分に合った商品に簡単に出会

える、また実店舗でもネットでも、お客様の一番都合のよい買い方を選べる、さらには自宅でも・店舗でも・コンビニ

でも、どこでも商品を受け取れるなど、今後もチャネルの枠を超えたサービスをご提案したいと考えている。
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■ＵＡオンラインストアの開発・運営体制の変更について

その一環として、来期、2020年3月期の下期を目処に、UAオンラインストアの開発・運営体制を変更することにし

た。

デジタル技術の進化に伴い、小売業のあり方は大きく変容している。スマートフォンなどの普及によってオンライン

とオフラインを意識せず、自分にとって最も都合のよいタイミングで、最も利便性の高い買い方を選択するなど、お

客様の購買行動も変化している。この変化に迅速に対応していくためには、自社主導で機能の追加等が可能な開

発・運営体制への変更が必須であると考えている。今回の体制変更よって、オンラインとオフラインをさらに統合し

た戦略を推進し、様々な機能・サービスのアップグレードを図っていく。
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■新体制の全体図

新たな体制では、商品の発送を流山物流センターを拠点に行う。発送業務を自社で管理する物流施設内に取り

込むことで、実店舗とネット通販を融合させた様々なオムニチャネルサービスを実現する。フリー在庫の効率的な運

用も行えるため、販売機会ロスの縮小に加え、たな卸資産全体の効率化にも繋がると考える。

また、これまで外部に委託していたUAオンラインストアのカスタマーサポートも、自社内で運営することによりサー

ビスレベルを向上させる。

以上が新体制の全体像である。
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■体制変更による各種サービスの実現

新たな体制を採用することで、これまで行えなかった様々なサービスを実現できると考えている。

まず、自社の物流施設で配送業務を行うことで、オンラインとオフラインをシームレスにつなぐサービスが可能に

なる。オンライン試着予約・実店舗決済ができる商品を拡大する、実店舗で決済して自宅やコンビニで受け取る、さ

らにはお仕事の帰りに駅や商業施設に設置された無人ロッカーで受け取るなど、購入する場所や時間、商品の受

け取り方法など、お客様のご都合に合わせて自由に選択していただけるようになる。これらのオムニチャネルサー

ビスをお客様にスムーズに提供できるよう、実店舗での環境整備も同時に進める。

実店舗に近い体験価値の提供については、既に行っているオンラインでのパンツ裾上げサービスに加え、その他

のアイテムのお直し配送への対応、ギフトラッピングサービスなど、実店舗のサービスレベルに極めて近い水準の

サービスを予定している。梱包品質も改善し、実店舗でお買上いただいた時と同じような体験価値をネット通販でも

提供したいと考えている。

カスタマーサポートの充実では、これまで外部に委託していたUAオンラインストアのカスタマーサポートを、当社

のお客様相談室に統合する。実店舗とネット通販の垣根を越えた一気通貫のサポート体制を整え、両チャネルで

同等品質のサービスを提供する予定である。

また、これらの取組みは、体制の変更に伴う第一歩として行っていくことであり、将来はより大きな構想を描いて

いる。概要となるが、後半で簡単に説明する。
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■新体制でのコスト構造について

現在の体制では、売上額に対して一定比率の手数料を委託先に支払う仕組みとなっている。そのため、売上増

加に応じてコストも増える構造になっている。

新体制ではコスト体系を見直し、システム使用料などの一部費用を固定費化して運営する。加えて、自社で管理

する物流センターを活用することで物流関連コストを抑え、さらにカスタマーサポートも既存のお客様相談室に取り

込むことで、低コストでの運営を行う。結果、今後の売上拡大に対してコスト比率が下がり、中長期的に収益性の

向上が望める構造となる。



■当社の考える、将来の販売モデル像

前述の通り、今回の体制変更は、当社の考える将来の販売モデル像の実現に向けた第一歩となるものである。

消費動向やトレンド情報などの外部環境のデータと、ハウスカードを通じてお客様からいただく属性情報、さらに

実店舗やUAオンラインストアにおける購買履歴などの各種データを有効活用し、将来的には一人ひとりに最適化

させた精度の高いサービスを、オンラインとオフラインの枠を超えて提供したいと考えている。商品調達や物流など

のインフラ面においても、お客様が欲しい商品を、欲しい所で、欲しいタイミングでお買い求めいただけるよう、業務

体制と業務基盤を整備していく。

これらの取り組みによって実店舗とネット通販双方においてお客様の体験価値を高める様々なサービスのご提

供、および、オンラインとオフラインの融合による圧倒的な利便性の向上につなげていく。結果、当社がファッション

を中心としたライフスタイル全般のナビゲーターとなってお客様の課題を解決し、お客様とより深い信頼関係を構築

することを目指す。今後も状況に応じて進捗等を説明していく。
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■UAオンラインストアと外部ネット通販サイトとの位置付け

UAオンラインストアは、当社へのロイヤルティの高いお客様や、当社の実店舗とUAオンラインストアをご都合に

応じて使い分けされているお客様などを想定している。また、両チャネルで一元化した会員システムを通じて、そ

れぞれをシームレスにつなぐ包括的なサービスを実施することで、さらなるロイヤルティの向上を目指している。

一方、外部のネット通販モールについては、さまざまなブランドを見比べてから買いたいお客様や、当社でのお

買い物体験の少ないお客様を想定している。各通販モールは当社との接触機会を持っていただくための重要な

場と考えており、将来的には当社のハウスカードにご入会いただき、実店舗やＵＡオンラインストアを継続的にご

利用いただくための入り口的な役割を担うと考えている。

当社では引き続きUAオンラインストアの強化に向けた取り組みを推進していくが、同時に外部のネット通販モ

ールとの取り組みも継続し、両メディアを共存させていく考えである。

以上が「実店舗の強みを活かしたEC拡大」戦略の取り組みと今後の方向性である。

ファッション業界を取り巻く環境は厳しさを増しており、お客様からご支持をいただき続けるためには、従来から

の営業設備投資に加え、物流、EC、さらにはRFIDなどのインフラ投資や、次世代の商品開発に向けた研究開発

投資等が今以上に重要となる。今後も長期的な視野に基づいた取り組みを推進していく。
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